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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 14,581 5.1 196 △51.3 182 △60.3 80 △71.0

2021年３月期第１四半期 13,872 △14.0 403 △2.3 458 15.9 277 24.4
(注)包括利益2022年３月期第１四半期 176百万円(△30.0％) 2021年３月期第１四半期 251百万円(△17.1％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 8.94 ―

2021年３月期第１四半期 30.82 ―
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 50,410 28,579 55.2

2021年３月期 56,558 29,212 50.4
(参考) 自己資本2022年３月期第１四半期 27,847百万円 2021年３月期 28,477百万円
　

　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 0.00 ― 90.00 90.00

2022年３月期 ―
2022年３月期(予想) 0.00 ― 100.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 35,000 8.9 1,500 △7.8 1,500 △11.4 1,050 △6.9 116.76

通期 82,000 10.6 6,000 1.4 5,980 1.0 3,950 1.2 439.22
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 9,026,561株 2021年３月期 9,026,561株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 33,445株 2021年３月期 33,416株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 8,993,123株 2021年３月期１Ｑ 8,993,177株
　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ
い。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第1四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大に伴い緊

急事態宣言が再発出され、経済活動や社会活動が制限されるなど厳しい状況が続きました。海外に

おいては、ワクチン接種の進捗状況により各国における経済活動の制限緩和や経済対策による需要

の回復に地域差があり、依然として先行きは不透明な状況で推移しました。

　当社グループの属する設備工事業界におきましては、労働力不足や熾烈な受注競争が続く中、デ

ータセンター・半導体・物流倉庫分野などでは投資が活発化するなど、まだら模様ながら市況は回

復基調で推移しました。一方、当社が事業展開している東南アジアにおいては、新型コロナウイル

ス感染症の再拡大により、経済活動が急減速するなど非常に厳しい状況が続きました。

　このような状況のもと、当社グループは、新型コロナウイルス感染拡大の防止に努めるととも

に、事業戦略及び営業戦略の徹底強化による物量の確保、持続的成長に向けた投資による経営基盤

の強化、生産性向上に向けた業務改善の徹底による働き方改革の推進を重点課題として、事業環境

の変化に柔軟に対応しながら、引き続き競争力の強化に向けて取り組んでまいりました。

　当第1四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高167億円（前年同期比6.3％増）、売上

高145億円（前年同期比5.1％増）、営業利益１億96百万円（前年同期比51.3％減）、経常利益１億

82百万円（前年同期比60.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益80百万円（前年同期比71.0

％減）となりました。なお、今年度から適用の「収益認識に関する会計基準」の影響により、売上

高は14億円、営業利益は11百万円増加しております。

　報告セグメントの工事分野及びセグメント別の状況につきましては、次のとおりであります。

報告セグメント 工事分野

[電気設備工事業]

（プラント工事業）

　社会インフラ工事、産業システム工事、発電設備工事、送電工事

（内線・建築工事業）

　内線工事、建築・土木工事、情報通信工事

[空調設備工事業] 産業プロセス空調設備工事、一般空調・衛生設備工事

[その他] 物品販売及び補修・修理等

[電気設備工事業]

　受注高は111億円（前年同期比2.3％減）、売上高は97億円 (前年同期比14.7％増)、営業損失は

51百万円（前年同期は54百万円の営業損失）となりました。

　受注高はほぼ前年同期並みに推移しました。売上高は手持ち工事の進捗が堅調だったことから前

年同期を上回りました。営業損益はほぼ前年同期並みに推移しました。

　

[空調設備工事業]

　受注高は49億円（前年同期比24.6％増）、売上高は44億円（前年同期比12.2％減）、営業利益は

１億34百万円（前年同期比65.1％減）となりました。

　受注高は半導体分野の大型案件があったことから前年同期を上回りました。売上高及び営業損益

は前期に産業プロセス空調工事の大型高採算案件があったことなどから前年同期を下回りました。

　

[その他]

　受注高は５億円（前年同期比90.6％増）、売上高は３億円（前年同期比29.2％増）、営業利益は

１億円（前年同期比56.4％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ61億円減少し、504億

円となりました。主な要因は受取手形、完成工事未収入金及び契約資産の減少（71億円）、現金預

金の減少（8億円）、預け金の増加（16億円）であります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ55億円減少し、218億円となりました。主な要因は支払手形・

工事未払金等の減少（35億円）、未払法人税等の減少（14億円）であります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ6億円減少し、285億円となりました。主な要因は配当金の支

払（8億円）であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年３月期通期の連結業績予想につきましては、2021年４月26日公表の業績予想から変更はあ

りません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　 該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　 該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとして

おります。これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められ

る場合には、工事進行基準によっておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間に

わたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間

にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間

の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っておりま

す。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができない

が、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。な

お、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工

事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充

足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積

的影響額を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計

方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連

結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、

新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,435百万円、売上原価は1,423百万円、販売費及び

一般管理費は１百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ11百万

円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は0百万円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表

示していた「受取手形・完成工事未収入金等」は当第１四半期連結会計期間より「受取手形、完成工事

未収入金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「未成工事受入金」は当第１四

半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。なお、収益認識基準第89-2項に

定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替を行っておりませ

ん。
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３．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,388 5,562

受取手形・完成工事未収入金等 28,136 －

受取手形、完成工事未収入金及び契約資産 － 21,002

電子記録債権 3,999 4,472

未成工事支出金 1,695 1,278

材料貯蔵品 148 152

預け金 9,054 10,743

その他 2,008 1,983

貸倒引当金 △154 △151

流動資産合計 51,277 45,044

固定資産

有形固定資産 2,467 2,572

無形固定資産 371 367

投資その他の資産

その他 2,632 2,616

貸倒引当金 △189 △189

投資その他の資産合計 2,442 2,426

固定資産合計 5,281 5,366

資産合計 56,558 50,410

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 16,104 12,567

短期借入金 345 54

未払法人税等 1,630 148

未成工事受入金 2,349 -

契約負債 - 3,249

完成工事補償引当金 126 126

工事損失引当金 35 32

その他 3,450 2,423

流動負債合計 24,042 18,602

固定負債

退職給付に係る負債 1,699 1,686

その他 1,604 1,541

固定負債合計 3,304 3,228

負債合計 27,346 21,831
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,970 1,970

資本剰余金 6,636 6,636

利益剰余金 20,139 19,410

自己株式 △29 △29

株主資本合計 28,716 27,987

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 85 96

為替換算調整勘定 △161 △91

退職給付に係る調整累計額 △162 △144

その他の包括利益累計額合計 △238 △139

非支配株主持分 734 731

純資産合計 29,212 28,579

負債純資産合計 56,558 50,410
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 13,872 14,581

売上原価 11,651 12,628

売上総利益 2,221 1,952

販売費及び一般管理費 1,818 1,756

営業利益 403 196

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 4 4

為替差益 32 -

有価証券売却益 24 -

保険解約返戻金 6 2

その他 8 10

営業外収益合計 76 17

営業外費用

支払利息 14 17

コミットメントフィー 2 2

為替差損 - 11

その他 4 0

営業外費用合計 20 31

経常利益 458 182

税金等調整前四半期純利益 458 182

法人税等合計 167 105

四半期純利益 291 76

非支配株主に帰属する四半期純利益 13 △3

親会社株主に帰属する四半期純利益 277 80
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益 291 76

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8 10

為替換算調整勘定 △71 70

退職給付に係る調整額 23 17

その他の包括利益合計 △39 99

四半期包括利益 251 176

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 278 178

非支配株主に係る四半期包括利益 △26 △1
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。
　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。
　

（セグメント情報等）

セグメント情報
　

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
電気設備

工事業

空調設備

工事業
計

売上高

外部顧客への売上高 8,503 5,099 13,603 269 13,872

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,503 5,099 13,603 269 13,872

セグメント
利益又は損失（△）

△54 384 330 72 403

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサ

ービス部門を含んでおります。

２．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績の評価に使用していないため、記載しており

ません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
電気設備

工事業

空調設備

工事業
計

売上高

外部顧客への売上高 9,757 4,475 14,233 348 14,581

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 9,757 4,475 14,233 348 14,581

セグメント
利益又は損失（△）

△51 134 83 113 196

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサ

ービス部門を含んでおります。

２．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績の評価に使用していないため、記載しており

ません。
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４．補足情報

（セグメント別受注高・売上高・受注残高）

　① 受注高

区分

前第１四半期

連結累計期間

当第１四半期

連結累計期間

前年同期

増減

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

電気設備工事業

プラント工事業 8,158 51.8 7,059 42.2 △1,098

内線・建築工事業 3,287 20.9 4,125 24.6 838

計 11,445 72.7 11,184 66.8 △260

空調設備工事業 4,001 25.4 4,986 29.8 984

小 計 15,447 98.1 16,171 96.6 724

その他の事業 301 1.9 573 3.4 272

合 計 15,748 100.0 16,745 100.0 996

（うち海外） (1,119) (620) (△499)

　② 売上高

区分

前第１四半期

連結累計期間

当第１四半期

連結累計期間

前年同期

増減

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

電気設備工事業

プラント工事業 5,678 40.9 6,421 44.0 743

内線・建築工事業 2,825 20.4 3,336 22.9 510

計 8,503 61.3 9,757 66.9 1,253

空調設備工事業 5,099 36.8 4,475 30.7 △623

小 計 13,603 98.1 14,233 97.6 630

その他の事業 269 1.9 348 2.4 78

合 計 13,872 100.0 14,581 100.0 708

（うち海外） (1,171) (745) (△426)

　③ 受注残高

区分

前第１四半期

連結累計期間

当第１四半期

連結累計期間

前年同期

増減

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

電気設備工事業

プラント工事業 26,512 50.7 27,484 49.3 972

内線・建築工事業 10,099 19.3 14,892 26.7 4,793

計 36,611 70.1 42,377 76.0 5,765

空調設備工事業 15,562 29.8 13,157 23.6 △2,404

小 計 52,174 99.8 55,534 99.6 3,360

その他の事業 83 0.2 243 0.4 159

合 計 52,257 100.0 55,778 100.0 3,520

（うち海外） (3,481) (6,238) (2,756)

　


